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研究成果の概要（和文）：再生可能エネルギーの導入は緊急の課題であり、とりわけ我が国では地熱開発の期待
が高い。一方、温泉事業者との合意形成は、地熱開発の重要な課題。そこで本研究は、ニュージーランドにおけ
る伝統的文化価値と地熱開発の調整に関する計画手法を調査すると同時に、九州地方の地熱開発が見込まれる地
域の現地調査を行い、日本の地熱開発スキームに対応する手続統合型SAのプロセスモデルを設計することとし
た。その結果、順応的に地域住民との調整を図り、事業の意思決定をサポートすることができる合意形成ツール
として、地域付加価値分析と社会影響評価SIAとを多段階的かつ可換的に組合わせたプロセスモデルを設計する
ことができた。

研究成果の概要（英文）：The introduction of renewable energies is an urgent issue, and there are 
particularly high expectations for geothermal development in Japan. On the other hand, consensus 
building with spa operators is a major issue to geothermal development. Therefore, this study 
investigates the planning methodologies for the coordination of traditional cultural values and 
geothermal development in New Zealand, and at the same time, conducts a field survey in the Kyushu 
region, where geothermal development is expected, to design an Integrated Sustainability Assessment 
(SA) process model for the Japanese geothermal development scheme. As a result, we were able to 
design a process model that combines Local Value-Added analysis RVA with Social Impact Assessment 
SIA in a multi-stage manner as a consensus-building tool that can adaptively support the 
decision-making of local residents.

研究分野：環境影響評価

キーワード： 持続可能性アセスメント　戦略的環境アセスメント　社会影響評価　地域付加価値分析　地熱開発　SA
　SEA
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、我が国の喫緊の課題である再生可能エネルギーの導入、とりわけ地熱開発について、その重要な課題
の一つである温泉事業者との合意形成に関して、課題の克服のための政策ツールを提案したものである。これ
は、開発の初期段階から環境影響と地元地域への社会・経済影響を適切に配慮し、社会的合意形成を図ることで
効率的に開発を進める手続統合型持続可能性アセスメントSAの方法論を示すものであり、評価手法の確立に貢献
することを目指したものである。本研究の結果得られた、地域付加価値分析RVAと社会影響評価SIAとを多段階的
かつ可換的に組合わせたプロセスモデルは、地熱開発に限らず様々な開発事業での応用が期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
再生可能エネルギーの導入は緊急の課題であり、とりわけ我が国では地熱開発の期待が高い。
一方、温泉事業者との合意形成は、地熱開発の重要な課題である。国内外の複数の事例から、こ
の克服には環境アセスメントを応用した科学的な影響評価と参加による合意形成が有用である
とされつつある。また欧米では、このような課題に対応した統合的な環境管理ツールとして持続
可能性アセスメント（SA）の研究が進められている。そこで、本研究ではこれまでの欧米の事
例研究の実績を踏まえ、「手続統合型 SA」を用いて我が国の地熱開発において社会的合意形成に
基づいた効率的な開発と持続可能な資源利用を可能にする評価手法の開発を目ざした。 
早期段階の計画制度に環境影響評価法の計画段階配慮書手続きがあるが、地熱開発では、より
早い地熱有望地選定の地表調査前から、温泉事業者を含めた地元協議会等での合意が求められ
る。そこで、より早い段階から地元関係者の参加により実施するアセスメントの方法論を確立す
る必要があり、これまでの海外における先進的な地熱事例の研究から手続統合型の持続可能性
アセスメント（SA）が有用であるとことが明らかになってきた（Shibata et. al, 2015）。本研究は、
この様な背景のもと、開発の初期段階から環境影響と地元地域への社会・経済影響を適切に配慮
し、社会的合意形成を図ることで効率的に開発を進める手続統合型 SAの導入を意図するもので
あり、評価手法の確立に貢献することを目指す。 
 
２．研究の目的 
 開発の初期段階では計画熟度が低く、従来の環境アセスメントの方法論は有用とはいえない。
そこで提唱される新たな方法論が、開発プロセスと影響（リスク）評価、合意形成を一体化した
「手続統合型の持続可能性アセスメント（SA）」である。この手法は、開発の初期から開発事業
者と温泉事業者間で合意形成が問題となる地熱開発分野への応用が有効であることが、これま
での国際的な事例研究から既に明らかになってきた（柴田, 2010）。しかし、我が国では地熱開発
の社会・経済面の SAの経験はまだなく学術的知見の収集が急務である。そこで本研究は、日本
の地熱開発スキームに対応する手続統合型 SAのプロセスモデルを設計すると同時に、伝統的温
泉利用の文脈に則した合意形成を支援する、開発リスクの包括的な評価手法を構築することを
目的とした。これを通じ、手続統合型 SAの合意形成モデルは、将来的に、資源開発など多様な
事業種に適合する普遍的な開発政策ツールとして発展させることを目指す。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、日本の地熱開発スキームに対応する手続統合型 SAのプロセスモデルを設計するこ
と同時に伝統的な温泉利用の文脈に則した合意形成支援の手法を提案することを目的としてい
るため、国内において地熱資源ポテンシャルが確認され開発事業が想定されうる地域であり、か
つ伝統的な温泉利用という地熱利用の社会的条件を満たす地域として、九州地方の地熱開発が
見込まれる地域を国内の調査対象とした。この国内調査に先立って、これまでの既存研究では、
伝統的文化価値と開発の調整に関する計画手法の知見が十分に得られていなかったことを踏ま
え、これまでの海外調査の継続としてニュージーランドにおける先住民の伝統的文化価値との
調整を図るプランニングシステムに関して追加調査を行った。 
（１） ニュージーランドにおけるプランニングシステムの調査概要 
 ニュージーランドでは 2011年の資源管理法 RMA（Resource Management Act.）改定により、広
域自治体は地域資源管理方針 RPS/地域資源計画 RP を策定する際、地域の先住民の単位である
Iwi が作成する先住民マネジメント計画（IMP：Iwi Management Plan）を反映することが求めら
れることとなった。IMPとは、Iwiの住む領域（Rohe）における自然・物理的資源に関する固有
の価値観を示した、法的
効力が認められている
計画文書であり、RMA
の目的を達成するため
の補完的計画文書の役
割も担っているとされ
ている。そのことから、
Ruckstul et al. (2014)にお
いては、IMPを先住民で
あるマオリの考え方や
価値観を分析するため
のツールとして調査に
用いている。これらの点
を踏まえ、文献、ヒアリ
ングによる調査を通じ
て、先住民の伝統的文化

 
表１ ニュージーランドにおけるヒアリング調査概要 
対象者 調査内容 調査項目 

Ministry for the 
Environment（環
境省） 

RMAを含む環境
政策全般について 

・IMPの概要 
・IMPに係る法的枠組み 
・地熱開発事例への影響 

Waikato Regional 
Council（ワイカ
ト広域自治体） 

RPS/RP作成にお
ける広域自治体の
役割について 

・IMPの考慮プロセス 
・広域自治体の役割 
・地熱開発事例への影響 

Ngati Tahu - 
Ngati Whaoa 
Runanga Trust 

Iwiと広域自治体
の連携体制につい
て 

・IMP策定プロセス 
・IMPと RPS/RPの関係性 
・地熱開発事例への影響 

Raukawa 
Charitable Trust 

Iwiの組織体系・
運営について 

・組織体制 
・IMP策定プロセス 
・地熱開発事例への影響 
・歴史的資源の保護 



価値との調整を図るプラ
ンニングシステムの要と
なる IMP に関する制度的
枠組みに加え、地熱資源
を豊富に有し、開発実績
の多いワイカト広域自治
体を対象に、RPS/RP作成
時に IMP をどのように考
慮しているのかを明らか
にした。 
 文献調査では、ワイカ
ト広域自治体の RPS/RP、
そして地熱資源について
記述されている Iwi の一
つである Ngati Tahuの IMPをレビューした。IMPに関する制度的枠組みの全体像を明らかにし
た上で、運用の実態を調査するために、RMAを所管する同国環境省MfE、ワイカト広域自治体、
Ngati Tahu、Raukawa Charitable Trust（Iwiの法定組織）の 4主体にヒアリング調査を行った。各
主体のヒアリング概要は表１の通りである。 
（２） 九州地方の地熱開発が見込まれる地域の現地調査 
 IMPに関する調査を経て、伝統的文化価値と開発の調整に関する計画手法として、開発計画の
上位段階における社会的影響評価 SIA の有用性が明らかになると同時に、地域レベルでの経済
的影響の評価手法が有用であることが示唆された。そこで本研究では、開発に伴う特定の地域を
対象とした経済影響評価の一つの手法として山東（2017）の示す地域付加価値分析 RVA（Regional 
Value-Added Analysis）の手法と国際影響評価学会の作成した SIA のガイダンスを用いて、我が
国の伝統的温泉利用の文脈に則した開発リスクの包括的な評価手法について、現地調査を通じ
てその可能性を検討することとした。この現地調査では、地熱発電所を有する地域と地熱開発の
想定される地域の両方を対象とし、地熱開発の想定される地域に関しては、九州地方の地熱開発
が見込まれる地域を対象とした。なお、現在、両地域ともに新たな地熱開発の可能性があるため
本報告書では具体的な地域名は言及しないこととする。 
 
４．研究成果 
（１）ニュージランドにおけるプランニングシステム 
 まず、ニュージランドにおけるプランニングシステムの調査結果から示す。ニュージーランド
では、上位計画段階である RPS/RPにおける科学的調査に基づく地熱貯留層の分類、事業段階で
ある環境アセスメント（AEE）の実施によって SA手続きが存在していると整理することができ
る。そして、本研究における調査の結果、ニュージーランドでは、Iwiの意見を確実に考慮する
ための仕組みが構築されていることが明らかになった。広域自治体による RPS/RP 作成時には
IMPの内容を反映させることが RMAにおいて法的に規定されていることに加え、開発許可プロ
セスにおいて IMP を考慮すること、環境法廷、ワイタンギ裁判所へのアクセスが確保されてい
る。上位計画段階、事業計画段階の両方で意見の反映が考慮されている上で、Iwiや環境への影
響が懸念される場合は司法へのアクセスが確保されている。この仕組によって、Iwiをはじめと
する潜在的被影響者への負の影響の懸念に応えている。さらに、確実な配慮を重ねたうえで、意
見調整がつかない場合は、天然資源を含む環境紛争を専門的に扱うことができる司法による判
断に任せることが
できるため、資源開
発者にとっても意
見対応の負担低減
にもつながるとい
うメリットがある。
加えて、個別の事業
段階においては、
IMP は社会面の影
響評価のスコーピ
ングの側面も含み、
SAの基盤的役割を
果たしていること
が明らかになった。
資源開発者は IMP
やRPS/RPがあるこ
とで、事前にその地
域における資源管
理の方針や Iwi の
懸念を把握するこ

 表２ 国内の分析対象地におけるヒアリング調査概要 
地域 対象者 調査内容 
地熱発
電所を
有する
地域 

自治体職員
（環境関連
部署） 

・ 理解促進や合意形成への取り組み状況に
ついて 

・ 経済的数値根拠の有用性 
・ 自治体内の建設費割合・地元出資率・地
元調達率について 

地熱開
発の想
定され
る地域 

観光施設 
経営者 

・ 地熱開発に対する考えについて 
・ 合意形成に必要な情報について 

宿泊事業者 ・ 地熱開発に対する懸念について 
・ 経済効果分析の有用性について 

自治体職員
（環境関連
部署） 

・ 地熱発電開発への取り組みについて 
・ 現行制度における理解促進と合意形成の課
題について 

図１ IMPを用いた伝統的文化価値との調整を図る 
プランニングシステム法的枠組み 

資源開発者

中央政府
作成を要求上

位
計
画
段
階

事
業
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階

IMP

条件付け

考慮

補完的計画システム

政府

広域自治体
・IMP作成における支援、
レビュー、助言

環境法廷、
ワイタンギ裁判所

① Iwiのキャパシティ・ビルディング

②運用上の仕組み

考慮

③司法関与の保障

・IMP作成のガイドライン
・資金提供（1990年代）

Iwi
authority

広域自治体

権利保障

RP（規則）

RPS（方針）

アセス

RMA

開発許可

ワイタンギ条約の
原則

事業化

CIA

主体

法的枠組み
補完的計画文書

SA手続き



とができるため、事業の効率的な推進につながっている。さらに、開発許可プロセスにおいては
公聴会等の専門家を含む形で構成される Peer Review Panelでも文化影響評価 CIAが考慮され、
最終的な審査結果に大きな影響を与えている。 
 ニュージーランドでは、IMP や CIA といった補完的計画文書の実効性を担保するための仕組
みとして以下の 3つの仕組みを整理することができる。第一に、Iwiのキャパシティ・ビルディ
ングが挙げられる。IMPなどの補完的計画文書の作成時には、通常 Iwiが持ちえない技術的専門
性や策定のための資金が必要になる。その際、政府や広域自治体によって IMP 作成に関するガ
イドラインの策定や資金提供、レビュー、フィードバックといった取り組みがされていた。これ
らの取組みは RMAで要求されていないが、政府と広域自治体の施策として実施されているとの
ことであった。第二に運用上の仕組みが挙げられる。RMAはマオリの権利を保障したワイタン
ギ条約の原則に基づき、資源管理における Iwiの意見を反映する仕組みを設けている。そのため、
RMAでは各事業段階において補完的計画文書を考慮し、開発許可プロセスでは補完的計画文書
を踏まえた条件付けがされる。第三に司法関与の保障が挙げられる。IMPで記載された内容に基
づく Iwiの意見が適切に反映されていない場合、環境法廷やワイタンギ裁判所へのアクセスが認
められている。司法関与は、法的な判断を得ることができるだけでなく、資源開発者に対して Iwi
の意見を適切に対応するように促す運用的な仕組みの側面も含んでいるとのことであった。以
上がニュージーランドにおける先住民の伝統的文化価値と地熱開発の調整を図るプランニング
システムに関する調査結果であり、この内容は堀（2019）において発表している。 
（２）伝統的な温泉利用の文脈に則した合意形成支援の手法 
 上記の調査結果を経て、事業計画策
定の上位段階における、社会経済面の
影響評価の重要性が確認された。そこ
で本研究は、国際影響評価学会（IAIA: 
International Association for Impact 
Assessment）の作成した SIAガイダン
ス（IAIA、2015）を用いて、地熱開発
の事業の段階に応じたプロセスモデ
ルを設計した。同時に、特に伝統的な
温泉利用の文脈に則した合意形成支
援を考えた場合、これまでの調査か
ら、共同的な資源管理上の地域範囲と
して認識され、温泉地としての単位に
相当する狭域的な地域における経済
影響を可視化するため、山東（2017）
の地域付加価値分析（RVA）の分析手
法を参考に、上述の SIAプロセスに順
応させる形で統合的なプロセスモデ
ルを考案した。SIAガイダンスでは、
SIAプロセスを 4段階 26の実施項目
に整理しており、RVAの統合方法を検
討した結果、RVA は SIA に対し、経
済的指標を示すという単一的な効果
だけでなく、すべての段階において活
用でき、複数の効果を発揮できる可能
性があると考えられた。地熱開発事業
のプロセスと SIA プロセスを同じ時
系列内で組み合わせたのち、RVAを複
数段階組み込み、どの項目に対してど
のような効果を発揮するかをプロセ
スモデルで表したものが図２である。 
このように、RVAを SIAと共に時系
列プロセスの中で多段階的かつ可換
に活用することで、順応的に地域住民
の意思決定をサポートすることがで
き、合意形成ツールとしての有用性が
高まると考えられた。さらに上記の順
応的 RVAプロセスモデルと SIAプロセスを統合して進めることで、従来型の地域への影響を分
析する静的な情報ツールとしての RVA とは異なり、SIA プロセスに沿った動的な議論の展開が
期待できる。また、SIAを適切に行うことで、事業者と住民との間に起こりえる紛争リスクの事
前把握とその回避が見込める。これは、事業者が行うアセスメントに関して、開発事業の追加的
な影響対策コストとしての側面よりも、事業全体のリスクマネジメント手法として、回避すべき
リスクを事前に把握し、回避の手段検討する機会が得られることで、結果的に全体のリスク対策
コストを低減できる側面が強くなると考えられる。一方で、分析結果を公表するタイミングや公

SIA: Social Impact Assessment 社会影響評価 
RVA: Regional Value Added Analysis 地域付加価値分析 
IBA: Impact Benefit Agreement 影響と便益に関する協定書 
SIMP: Social Impact Management Plan 社会影響管理計画 
MP: Monitoring Plan モニタリング計画 
 
図２ SIAのプロセスと統合した順応的 RAVの 

プロセスモデル 



表する範囲などを含めた実施手順については、経済的便益と負の影響に関する具体的な数値を
含む分析情報が、ステークホルダの間に誤解や混乱を招くとの懸念も見られ、慎重に扱っていく
必要がある点が課題として挙げられた。 
本研究は、基盤研究（C）（一般）「温泉事業と共生する地熱資源利用の手続統合型持続可能性ア
セスメントの実装展開研究」に引き継がれており、この課題点の克服に加え、現在も各地で対応
が進む新たな計画や条例等との対応を含めて、日本の地熱開発スキームに対応する手続統合型
SAのプロセスモデルの実装に向けた研究に展開している。 
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